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《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
 Ａが死亡し、その法定相続人は、妻Ｘ、子Ｙ、Ｂ、Ｃ及びＤ（以下、Ｙ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４名を
「Ｙら」という）であった。Ａの遺産にはいくつかの不動産（以下、たんに「各不動産」という）
が含まれていた。Ｘ及びＹらは、各不動産から生ずる賃料、管理費等について、遺産分割により
各不動産の帰属が確定した時点で清算することとし、それまでの期間に支払われる賃料等を管理
するための銀行口座（以下、単に「口座」という）を開設し、各不動産の賃借人らに賃料を口座
に振り込ませ、また、その管理費等を口座から支出してきた。遺産分割については、本件と別の
遺産分割決定（以下、たんに「遺産分割決定」という）により確定した。 
 その後、口座の残金の清算方法について、ＸとＹらとの間に紛争が生じた。すなわち、Ｘは、
各不動産から生じた賃料債権は、相続開始の時にさかのぼって、遺産分割決定により各不動産を
取得した各相続人にそれぞれ帰属するものとして分配額を算定すべきであると主張し、Ｙらは、
各不動産から生じた賃料債権は、遺産分割決定確定の日までは法定相続分に従って各相続人に帰
属し、遺産分割決定確定の日の翌日から各不動産を取得した各相続人に帰属するものとして分配
額を算定すべきであると主張した。この問題につき、ＸとＹらは、口座の残金につき、各自が取
得することに争いのない金額の範囲で分配し、争いのある金員をＹが保管し（以下、この金員を
たんに「保管金」という）、その帰属を訴訟で確定することを合意した。これを受け、Ｘは、Ｙに
対し、Ｘ主張の計算方法によれば、保管金はＸの取得すべきものであると主張して、その支払を
求めた（利息等は、省略する）。 
 原審は、次のとおり判断し、Ｘの請求を認容すべきものとした。すなわち、遺産から生ずる法
定果実は、それ自体は遺産ではないが、遺産の所有権が帰属する者にその果実を取得する権利も
帰属するのであるから、遺産分割の効力が相続開始の時にさかのぼる以上、遺産分割によって特
定の財産を取得した者は、相続開始後に当該財産から生ずる法定果実を取得することができる。
そうすると、各不動産から生じた賃料債権は、相続開始の時にさかのぼって、遺産分割決定によ
り各不動産を取得した各相続人にそれぞれ帰属するものとして、口座の残金を分配すべきである。
これによれば、保管金は、Ｘが取得すべきものである、と。これに対し、Ｙが上告した。 

 
２．判決の要旨 
  破棄差戻し。「遺産は、相続人が数人あるときは、相続開始から遺産分割までの間、共同相続人
の共有に属するものであるから、この間に遺産である賃貸不動産を使用管理した結果生ずる金銭
債権たる賃料債権は、遺産とは別個の財産というべきであって、各共同相続人がその相続分に応
じて分割単独債権として確定的に取得するものと解するのが相当である。遺産分割は、相続開始
の時にさかのぼってその効力を生ずるものであるが、各共同相続人がその相続分に応じて分割単
独債権として確定的に取得した上記賃料債権の帰属は、後にされた遺産分割の影響を受けないも
のというべきである。 
  したがって、相続開始から本件遺産分割決定が確定するまでの間に本件各不動産から生じた賃
料債権は、Ｘ及びＹらがその相続分に応じて分割単独債権として取得したものであり、本件口座
の残金は、これを前提として清算されるべきである」。 

相続開始後遺産分割までに共同相続不動産から生じた賃料債権の帰属 
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３．本件判決についてのコメント  
 （１）本判決は、本事案の解決としては妥当であるけれども、なお、理論上、検討すべき問題
点が残されており、射程範囲には注意を要すると考える。 
 
 （２）本判決は、従来、下級審判決、及び学説がそれぞれ分かれていた問題につき、最高裁と
して初めて判断を下した判決であり、理論的、実務的にその意義が大きい。後に示すように、本
判決の結論は、従来の最高裁判例により導かれ得るものではあるが、抽象的には、最近の実務の
傾向とは異なる判断を示したことにより、今後の実務の動向が注目される。 
 
 （３）相続開始後、遺産分割前に共同相続不動産から賃料（以下、たんに「賃料」という場合
には、このような「賃料」を指す）が生じた場合に、その賃料がいかに扱われるべきかについて
は、従来、種々の見解が主張され、審判例も多岐にわたっていた［1］。それらを分類する場合も、
結論による分類や、それに理由付けを付加する分類があり、さらに呼称も様々であるので、本稿
では、これらを以下のように、理論上、整理する［2］。すなわち、 
 （Ｑ１）賃料は管理費と相殺され不存在となるか。 
 （Ｑ２）賃料は遺産か。 
 （Ｑ３）賃料は遺産分割の対象か。 
 （Ｑ４）賃料を含めて審判時に清算を認めるか。 
 （Ｑ５）全員の合意により遺産分割審判時に賃料の清算を認めるか。 
 （Ｑ６）賃料を準共有しているか。 
 （Ｑ７）遺産分割の絶対的遡及効を認めるか。 
の各問いに対し、 
（Ｑ１）を肯定するものを「(a)分割時賃料不存在擬制説」とし、（Ｑ１）を否定し、（Ｑ２）を肯
定するものを「(b)遺産帰属説」とし、さらに、（Ｑ２）を否定し、（Ｑ３）を肯定するものを「(c)
元物評価加算説」とし、さらに、（Ｑ３）を否定し、（Ｑ４）を肯定するものを「(d)審判時清算肯
定説」とし、また、（Ｑ４）を客観的基準にしたがって処理するものを「(e)客観的個別処理説」
とし、さらに、（Ｑ４）を否定し、（Ｑ５）を肯定するものを「(f)条件付清算肯定説」とし、さら
に、（Ｑ５）を否定し、（Ｑ６）を肯定するものを「(g)民事訴訟分割説」とし、さらに、（Ｑ６）
を否定し、（Ｑ７）を肯定するものを「(h)元物取得者帰属説」とし、さらに、（Ｑ７）を否定する
ものを「(i)相続分当然分割説」とすることにする（後掲、「図」参照）。これらの分類の上では、
まず、論者によって「遺産に属する」という用語の使用法が多義的である［3］ことを指摘しなけ
ればならないが、あくまで理論上は、以上のように分類が可能である。 
 (a)は、賃料は、管理費用と等価値と見て、賃料の処理を考える必要はないとするものである［4］
が、批判として、総収益と管理費用が相殺し得る額になることは一般的でないというものがある
［5］。 
 次に、(b)(c)(d)は、審判の際に賃料を分割、あるいは清算の対象とする点で結論が共通してお
り、従来、「積極説」と呼ばれてきたものである。これらに共通する理由付けとして、共同相続人
間の平等、紛争の一回的処理のような実際的見地から、遺産分割の遡及効や遺産の範囲（相続開
始後、生じた財産だから、そもそも「遺産」でないという議論）という形式的な理由で果実を遺
産分割（における清算）の対象から除くことに反対することが挙げられる［6］。 
 その上で、(b)では、賃料は当然に「遺産そのもの」であるとし、従って、賃料が「遺産分割」
の対象となるとする［7］。 
 これに対し、(c)では、賃料は、形式的には遺産ではないことは認めつつ、遺産と同視し得る、
あるいは賃料は広義の遺産に含まれる、として賃料を元物である不動産の評価額に加算して「遺
産分割」の対象に含める。一括処理を重視する見解である［8］。 
 また、(d)は、(c)が賃料を「遺産分割」の対象だとするのに対し、あくまで「遺産」ではない
ので、「遺産分割」の対象とはならないことを認めつつ、一括の「清算」を認める見解である点が、
理論上の相違である［9］。 
 (e)は、おもに処理の難易度に関する客観的な基準によって、審判時に清算を認めるか、民事訴
訟によって分割するかを振り分けようとする見解であり、従来、「折衷説」と呼ばれたうちの１つ
である［10］。 
 また、(f)は、賃料は遺産とは別個の「共有財産」であり、その分割は原則として民事訴訟によ
るべきであるが、遺産と同時に分割するのが合理的であるから、当事者の訴権を保障するため、
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当事者にその旨の合意がある場合にのみ、遺産分割の対象とする［11］。これも、従来、「折衷説」
と呼ばれていたものの１つである。この考え方は、最近の実務の傾向であるとされている［12］。 
 この説に対する代表的な批判は、明文上の例外を除き「当事者の意思や裁判所の裁量により、
法によって予定された本来の手続とは別の手続を選択することは許されないはずである。そして、
折衷説は、結局当事者又は裁判所による手続の選択を許容することにほかならない。この点につ
き、相続人全員の合意があることを要件とすれば、当事者が本来有する共有物分割の訴権をいわ
れなく失うことはないといえるが、なお手続の選択を許容しうる根拠は明らかでないというほか
ない」という［13］。さらには、遺産でないものも、合意により遺産分割の対象に含めることがで
きるというのは、実体法的には無理があり、①紛争の一回的解決をめざした当事者の期待とコス
ト増大、②迅速な処理、という手続費用低減の要請から導かれる処理というほかないのではない
か、という指摘もある［14］。 
 なお、この合意については、「本来遺産と異なる収益を審判の対象に取り上げることの合意だけ
でなく、法律上可分なものを分割の対象とすることについて、二重な意味で合意を得る必要があ
ると解され」ると指摘するものがある［15］。 
 (g)は、賃料は、共同相続人の「共有財産」となり、準共有されることになるから、民事訴訟に
よって「分割」されるべきだとする［16］。もっとも、ここでいう「共有財産」の意義内容が不明
確だが、厳密に考えれば、賃料は金銭債権であるから、判例が採用する遺産共有イコール「共有」
説を前提とする限りは、理論上は、(i）と同様となるはずである。ただ、「分割債権」の分割割合
等について争いがあれば、「当然分割」とはいっても、割合を定めるという意味では民事訴訟で「分
割」することにはなろう。また、遺産共有が、「共有」か「合有」かという問題で、「合有」だと
すれば、債権が「共有財産」になり得るので、遺産共有に関する前提いかんによっては、債権の
「分割」があり得る。遺産共有の性質論にはこれ以上触れないが、このように、(g)と(i)の区別
は分かりにくい。ともあれ、理論上、賃料を「共有財産」と認め、民事訴訟によって「分割」す
るとする見解を(g)、そもそも最初から共同相続人に分割帰属するとする見解を(i)とした。 
 (h)は、賃料が単独帰属することを前提に、民法９０９条の遡及効を重視し、中間の共有関係を
無視し、遺産の所有権が被相続人から当該遺産を分割取得した共同相続人の１人に直接移転した
として、すべての法律関係を処理する［17］。本判決の原審が採用する見解である。 
 (i)は、賃料が「共有財産」になることはなく、共同相続人に最初から分割帰属するとする見解
であり、本判決が採用する見解である。先に述べたとおり、記述によって(g)との区別が判然とし
ないけれども、相続財産から生ずる賃料について、分割債権となり、共同相続人に分割帰属する
と明示・明確に主張するものは、従来はなかったようである［18］。 
 以上、前置きが長くなったが、従来は、論理的には、本判決の争点である(h)か(i)かの問題以
前のところで大きく議論が分かれており、議論の中心が別のところにあったことが分かる。(h)、
(i)以外の考え方も含め、本判決の射程範囲を検討する際に、もう一度、触れたい。 
 
 （４）それでは、次に、本判決に則し、(h)と(i)について検討したい。まず、(h)を明確に否定
するものは、遺産分割の遡及効により基本的遺産を取得した者が相続開始時から権利者であった
と擬制されても、その者が分割時の状態以上の利益をうけることはあり得ず、分割時にすでに基
本的遺産から分離独立した収益たるものまで取得することはない、という［19］。また、民法９０
９条は、被相続人の死亡から相続人が遺産分割手続により権利を取得するまでに間の空隙を埋め
るために擬制されたのであって、これにより実体的な法律関係までをすべて確定するものではな
いと批判される［20］。さらには、(h)は、「賃料の独占を、結果的にせよ、肯定するゆえに、もっ
とも不都合な説とみられている［21］」と評価されており、結論の不当性も重大な批判となってい
た。 
 これに対し、遺産分割の遡及効により(h)が当然の前提となるとするものがあった［22］。 
 他方で、(i)を批判するものは、限定承認等［23］の場合の責任財産を構成する相続財産の範囲
いかんについての説明との一貫性が保ち得ないのではないかという危惧があるという［24］。この
ように、先に示したとおり従来の議論が別のところにあったことにより、(h)と(i)については、
あまり議論が活発だったとは言い難い。 
 本判決が採用した(i)の結論は、従来、重視されていた「紛争の１回的処理」という点では抽象
論として問題はなく、また、従来の最高裁判例の流れからも矛盾なく説明することが可能である。
すなわち、従来の判例は、遺産の共有は、民法２４９条以下の「共有」であり［25］、共有物から
生ずる金銭債権の請求では、共有持分の割合に応じた請求ができ、その割合を超えて請求するこ
とはできず［26］、遺産分割の遡及効は、絶対的ではない［27］としてきた。ただ、最後の点、す
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なわち、遺産分割の遡及効に関しては、賃料の帰属との関係では絶対的だとする余地もあり、と
くに遺産共有を前提とする遺産分割の特殊性やこの問題が第三者の関わる問題ではなく共同相続
人間で生ずる問題であることを重視すれば、より認めやすい状況にはある。 
 しかし、前提として、前述した（Ｑ１）から（Ｑ６）をすべて否定するとすれば、遺産分割に
おいて賃料を含んだ形での分割・清算が否定されるから、共同相続人間の公平を考えると、（Ｑ７）
も否定せざるを得ないだろう。すなわち、共同相続人間の公平という点では、賃料が当該不動産
を遺産分割により取得することとなった相続人が「丸取り」することになる点に批判がある。（Ｑ
７）を肯定するためには、「丸取り」になることを前提に他の相続財産が分割されなければ、共同
相続人間の公平は保てないからである。本事案での「遺産分割により各不動産の帰属が確定した
時点で清算することと」した意味内容が当事者間で明確でなかった観もあるけれども、それが明
確でなかった以上は、当事者の公平の観点から、それを前提とすることはできないだろう。した
がって、本件では、結論として(i)がもっともすわりのよい結論だったといえる。 
 ところで、この考え方に対しては、限定承認のある場合の責任財産を構成する相続財産の範囲
との関係で批判がある。すなわち、相続財産から生じる果実は、相続財産として相続債務の引当
となり、相続開始後に相続財産から生じた果実も、相続財産に入ることはいうまでもない［28］
という考え方を前提とすれば、本判決が前提とする、相続開始後の賃料が発生と同時に共同相続
人に分割帰属するという考え方と矛盾するからである。 
 結局、この点を矛盾なく処理するためには、「限定承認の遡及的絶対効」を認めなければならず、
清算へ向かう財産のあり方として、遺産の共有状態を遡及的に消滅させ、被相続人の財産として
存続したのと同様の状態とみなす（民９２５条参照）（ただし、清算後、残存財産がある場合には、
再度、共有状態が復活する）と構成し、したがって、そもそも果実は分割帰属しなかったとする
ことは可能だとしても、限定承認も一種の承認であり、相続財産が相続人によって承継され、共
有されるが、相続債務、遺贈に対する責任が限定されるのだという限定承認の法的性質（民９２
２条参照）との関係で、さらに何らかの説明が必要になるのではないだろうか。 
 
 （５）次に、本判決の射程範囲を検討する。本判決は、争点が(h)か(i)かにあったので、（Ｑ７）
に対し直接見解を示したけれども、理論上それ以前に問題となる問い、すなわち（Ｑ２）～（Ｑ
６）［29］が問題とならなかった。最高裁の述べた抽象論からすれば、遺産共有は、民法２４９条
以下の「共有」であり、共有不動産から生じた債権は、共有者に分割帰属するとするのであるか
ら、すべて否定されることになり、賃料を遺産とし(b)、遺産に含め(c)、清算を認め(d)(e)、当
事者の合意によって清算を認める(f)、と判断した審判は、遺産でないものを審判の対象としたと
して違法となりそうである。また、賃料は、準共有される(g)のではない。今後は、実務では、賃
料は、共同相続人間に分割帰属するものとして扱われていくだろうが（したがって、遺産分割審
判の対象、あるいはその際の考慮の対象としないことになる）、たとえば、賃料が一部の共同相続
人によってすでに費消されているような事例で、全員の合意によって審判時に清算したような場
合にも、賃料については別の不当利得返還請求訴訟を提起すべきだとしてその審判を違法とする
のか、あるいは、全員の合意によって不動産の取得者がその過去の賃料も「丸取り」することを
「前提」［30］として遺産分割審判がなされた後に、賃料は当然分割帰属するとして不動産取得者
に対して提起された賃料支払請求を認めるのか、などについては議論の余地がありそうである。
本件では、賃料は、別に保管され、管理費がそこから支出されたというように、(i)を採用するの
に非常に適した条件がそろっていた。これに対し、審判の際に、賃料がすでに費消されている事
案、あるいは賃料の帰属について別の「前提」があった事案などでは、紛争の１回的処理という
観点から、別の処理があり得るのではないだろうか。この意味で、本判決の射程範囲には注意を
要する。 
 
 （６）なお、本判決は、「相続分」の割合により賃料を分割取得するという。この「相続分」の
内容については、少し注意が必要である［31］。すなわち、従来、遺産共有の相続分は、遺言によ
る指定がある場合には指定相続分、遺言がなければ、民法９００条の規定する相続分（法定相続
分）をいうとする考え方が強いけれども［32］、特別受益を考慮した上での相続分、あるいは、そ
れに加え寄与分も考慮した上での相続分（具体的相続分）をいうとする考え方がある［33］。本判
決は、当事者が「法定相続分」（おそらく民法９００条の規定する相続分を指していたものと思わ
れる）と主張したのに対し、たんに「相続分」と述べるにとどまっており、この点が明確にはな
っていない。具体的相続分の法的性質に関する議論ともからみ［34］、遺産分割において、特別受
益、寄与分が認められている場合には、差戻審の判断が注目される。 
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 相続開始後、遺産分割前に相続不動産から生じた賃料の処理（図） 

 

 （Ｑ１）賃料は管理費と相殺され不存在となるか →yes (a)分割時賃料不存在擬制説 

 ↓ 

 no=（Ｑ２）賃料は遺産か →yes (b)遺産帰属説（積極説） 

 ↓ 

 no=（Ｑ３）賃料は遺産分割の対象か →yes (c)元物評価加算説（積極説） 

 ↓ 

 no=（Ｑ４）賃料を含めて遺産分割審判時に清算を認めるか → yes (d)審判時清算肯定説（積極説） 

 ↓  →yes & no (e)客観的個別処理説（折衷説） 

 ↓ 

 no=（Ｑ５）全員の合意により遺産分割審判時に賃料の清算を認めるか →yes (f)条件付清算肯定説（折衷説） 

 ↓ 

 no=（Ｑ６）賃料を共有しているか  →yes (g)民事訴訟分割説（消極説） 

 ↓ 

 no=（Ｑ７）遺産分割の絶対的遡及効を認めるか →yes (h)元物取得者帰属説（消極説）   （本件原審判決） 

 ↓ 

 no (i)相続分当然分割説（消極説）   （本件最高裁判決） 

 

 ※カッコ内は、従来の一般的な呼称 

 
注 
［1］従来の審判例については、泉久雄「家事審判例の軌跡（７の２）遺産分割（その２）」家月
３７巻１２号１頁以下（昭和６０年）（栗原平八郎＝太田武男編『家事審判例の軌跡』（平成７年・
一粒社）所収）参照。なお、同様な可分債権（金銭債権）としての「果実」には預金債権の利息
や株式の配当も含まれるけれども、本稿では、取り扱わないこととする。 
［2］各説の呼称については、松倉耕作「遺産から生じた家賃と遺産分割の対象」判タ５１４号１
９３頁以下（昭和５９年）のものを参考にしながら、アレンジした。なお、遺産分割の対象を定
める基準時につき、従来、相続開始時に存在した財産を対象とするとする「相続開始時説」と、
遺産分割時に存在する財産を対象とするとする「遺産分割時説」が対立しているが、この相違が
相続不動産から生じた賃料の扱いに直結するわけではない（いずれにしても、形式的には「遺産」
ではなく、「準遺産」等の概念を通じて遺産と同視するか否かが問題だから）、本稿ではこの点は
扱わない。 
［3］高木多喜男「遺産より生ずる果実と遺産分割」山木戸克己教授還暦記念論文集刊行発起人会
編『実体法と手続法の交錯（下）山木戸教授還暦記念』（昭和５３年・有斐閣）４０８頁。 
［4］東京家審昭和４６年９月７日家月２４巻７号６５頁。賃料は、葬儀費用、及び固定資産税に
充てられたとした。 
［5］高木多喜男「遺産より生ずる収益と遺産分割」明山和夫ほか編『現代家族法の課題と展望：
太田武男先生還暦記念』（昭和５７年・有斐閣）２９６頁。 
［6］賃料を遺産分割の対象に含めて処理するのが「実務の趨勢」だとするものとして、岡本広海
「遺産から生じた収益」垰野兪編集代表『遺産分割・遺言の法律相談（改定版）』（平成１６年・
青林書院）１２６頁。 
［7］大阪高決昭和４０年４月２２日家月１７巻１０号１０２頁など。古くは、近藤英吉『相続法
論（下）』（昭和１３年・弘文堂書房）５３１頁以下。また、岡垣学＝田中弘「遺産分割をめぐる
若干の問題」判タ１４１号５２３頁以下（昭和３８年）、岡垣学『家事審判法講座２巻』（昭和４
２年・判例タイムズ社）９１頁以下。なお、昭和４２年３月全国家事審判官会同家庭局見解・家
月２１巻２号２８頁以下（昭和４４年）。 
［8］高松家丸亀支審昭和３５年１１月３０日家月１４巻７号６８頁など。最高裁判所事務総局家
庭局「昭和５４年度高等裁判所管内別家事事件担当裁判官会同概要」家月３３巻１１号１５頁（昭
和５６年）における家庭局の見解。野田愛子「遺産分割」ジュリ１０２号１０６頁（昭和４０年）、
高木・前掲注（５）２９１頁以下。なお、鈴木禄弥＝唄孝一『人事法Ⅱ』（昭和５０年・有斐閣）
８９頁は、このニュアンスである。また、泉・前掲注（１）１５頁以下は、「強いていえば、（分
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割の対象に－引用者）収益や代償財産を取り込んだ裁判例が大河となることを私は期待している」
とし、２０頁注（１０）で、「収益については、遺産債権についてと同じ論理によって分割の対象
とすることが出来ると考えている」とし、さらに、中川善之助＝泉久雄『相続法（第４版）』（平
成１２年・有斐閣）３４８頁以下は、「遺産分割前の遺産の収益は相続人全員に帰属し、分割の対
象となると解するべきであろう」とし、その直後に、橘・後掲本注の所説が引用されるところか
ら、賃料が遺産に含まれるとされるようである。このように、厳密には、「(c)元物評価加算説」
は、後に述べる「(d)審判時清算肯定説」との区別は付きにくい。また、神田孝夫「相続財産の収
益・管理費用」山畠正男＝泉久雄編『演習民法（親族・相続）』（昭和４７年・青林書院新社）４
７３頁は、相続開始前にすでに収益を発生させる基本的な法律関係が被相続人と第三者間にある
場合と、相続開始後に相続人が合意のうえ自己使用し、または他人に使用させることによりはじ
めて収益を生む場合を区別し、前者は相続財産の自然膨張とし、後者は相続財産とは別個の相続
人の共有財産とみるべきではないかとする。なお、理由は詳細に述べられないけれども「遺産分
割の対象に含める」、あるいは「遺産分割の際に清算を認める」という意味での「積極説」に立つ
（とみられる）見解として、浦本寛雄「遺産の評価」奥田昌道ほか編『民法学７』（昭和５１年・
有斐閣）２４９頁以下、泉久雄ほか『民法講義８』（昭和５３年・有斐閣）１６４頁（久貴忠彦執
筆）、橘勝治「相続開始後の遺産の変動と遺産分割」鈴木忠一ほか監修『新・実務民事訴訟講座８』
（昭和５６年・日本評論社）１９８頁、吉本俊雄「遺産の管理費・収益」島津一郎ほか編『新版
相続法の基礎』（昭和５６年・青林書院新社）１９１頁、山口純夫「遺産分割の前提問題」久貴忠
彦編『法学基本講座親族法・相続法１００講』（昭和６１年・学陽書房）２２５頁、高木多喜男『口
述相続法』（昭和６３年・成文堂）３６８頁、柳沢千昭「賃料・株の配当金」市川四郎＝野田愛子
『相続の法律相談（第４版）』１５９頁以下、二宮周平『家族法（第２版）』（平成１７年・新世社）
３３２頁。 
［9］注（８）の「積極説」参照。諸論稿では、(c)と(d)の違いがあまり意識的に論じられている
とはいえないので、文献は一括して掲げておくこととした。 
［10］日野原昌「遺産分割に関する諸問題」判タ１５６号４５０頁（昭和３９年）（小山昇ほか編
『遺産分割の研究』（昭和４８年・判例タイムズ社）所収）、林醇「相続開始後、遺産から生じた
果実を遺産分割の対象とすることの可否」家月３７巻３号１２０頁（昭和６０年）は、「遺産から
生じた果実をその発生原因、種類、態様、時期、果実の算定の難易等により、遺産分割の機能・
性質に鑑み、遺産分割審判の対象とすべきものと、訴訟手続で分割をすべきものとを具体的に決
してゆくことが妥当な態度と思われる」とする。同旨、久貴忠彦「相続開始後に遺産から生じた
果実・収益と遺産分割」沼邊愛一ほか編『家事審判事件の研究２巻』（昭和６３年・一粒社）１２
７頁以下、伊藤昌司『相続法』（平成１４年・有斐閣）３５７頁以下、内田貴『民法Ⅳ（補訂版）』
（平成１６年・東京大学出版会）４１９頁以下。なお、高木・前掲注（５）２９６頁以下では、
半自動的に生ずる果実と経営・管理を必要とする果実が区別され、伊藤・前掲本注３５９頁は、
この指摘を敬服すべき教示であるとする。 
［11］東京家審昭和５５年２月１２日家月３２巻５号４６頁（合意がないとされた）、東京高決昭
和５６年５月１８日家月３５巻４号５５頁（合意がないとされた。解説として、山名学・別ジュ
リ１３２号（久貴忠彦＝米倉明編『家族法判例百選（第５版）』）１８０頁以下（平成７年）。この
解説は、(f)を「最も事案に応じた妥当な解決を期待できる見解ではないかと思われる」とする）、
また、比較的新しいものとして、東京高決昭和６３年１月１４日家月４０巻５号１４２頁（合意
の有無を釈明するため、差し戻された。解説として、加藤謙一・判タ７０６号（昭和６３年度主
要民事判例解説）１６４頁以下（平成元年））、東京高決昭和６３年５月１１日家月４１巻４号５
１頁（合意がないとされた。これを肯定的に評価する解説として、若林昌子「判批」判タ７３５
号（平成元年度主要民事判例解説）２０６頁以下（平成２年））など。松倉・前掲注（２）１９９
頁、清水節「遺産からの収益について」ケ研２１２号１６４頁（昭和６２年）、同「遺産分割の対
象財産性」岡垣學＝野田愛子編『講座・実務家事審判法３』（平成元年・日本評論社）２００頁以
下、日野忠和「遺産から生じた収益」判タ５８８号８８頁以下（平成元年）、松原正明「遺産分割
の対象財産性」家月４３巻４号１０頁以下（平成３年）、同「遺産分割の対象となる財産の範囲と
限界」川井健ほか編『講座・現代家族法５』（平成４年・日本評論社）５６頁以下、有地亨「遺産
分割と債権、債務」曹時４５巻７号１５３６頁以下（平成５年）、長秀之「相続開始後の賃料収入
の処理」判時１５２０号１３頁以下（平成７年）、岩木宰「遺産分割」判タ９９６号１１５頁以下
（平成７年）、松倉耕作「遺産分割手続と家賃収入の処理」占部洋之ほか編『現代民法学理論と実
務の交錯（高木多喜男先生古稀記念論文集）』（平成１３年・成文堂）２９４頁以下、松原正明「遺
産からの果実・収益」判タ１１００号３４０頁以下（平成１４年）、吉田健司「遺産からの果実」
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野田愛子＝松原正明編『相続の法律相談（第５版）』（平成１４年・有斐閣）１７６頁。 
［12］島津一郎＝松川正毅編『基本法コンメンタール相続（第４版）』（平成１４年・日本評論社）
１０９頁（松川正毅執筆）。 
［13］橘・前掲注（８）１９７頁以下。同旨、庵前重和「相続開始後の遺産の増減と遺産分割」『創
立２０周年記念論文集１巻』（昭和４２年・司法研修所）２４５頁。また、合意が出来ない場合の
事実上の不都合については、林・前掲注（１０）１２１頁注（１３）。 
［14］潮見佳男『相続法（第２版）』（平成１７年・弘文堂）１３２頁。 
［15］清水・前掲注（１１）「遺産からの収益について」１６４頁、同・前掲注（１１）「遺産分
割の対象財産性」２０１頁。この指摘は、賃料債権が可分債権であり、当然分割されることを前
提としている。 
［16］高松高決昭和３６年１月８日家月１４巻７号６２頁。この決定は、(h)を明確に否定する。
谷口知平＝久貴忠彦編『新版注釈民法(27)』（平成元年・有斐閣）３９５頁（川井健執筆）は、こ
の高松高決を正当だと評価する。 
［17］大分家中津支審昭和５１年４月２０日家月２９巻１号８３頁、京都家審昭和３８年８月２
日家月１５巻１１号１２４頁。大阪高裁管内家事審判官有志協議会議事録・家月１５巻６号１３
１頁以下（昭和３８年）の多数説。なお、「分割の遡及効（９０９条本文）を最大の根拠とする（こ
の）立場は、……フランス法でもみられた古くから存在する考え方である」（松倉・前掲注（２）
１９５頁。 
［18］遺産共有ではなく民法２４９条以下の「共有」（以下、「狭義の共有」という）に関するも
のではあるが、共有物から生ずる収益の帰属については、学説は、一般に、民法２４９条を類推
適用し、持分に応じて各共有者に帰属するという（たとえば、我妻栄＝有泉亨補訂『新訂物権法』
（昭和５８年・岩波書店）３２２頁）。さらに、収益が賃料のような可分債権である場合は、民法
４２７条により各共有者が持分の割合に応じて分割債権を取得する（川井健『民法概論②（第２
版）』（平成１７年・有斐閣）１８０頁）が、特約による排除はあり得、さらに分割債権を生じさ
せない特約があると認定すべき場合が少なくないであろう、とされる（広中俊雄『物権法（第２
版増補）』（昭和６２年・青林書院）４２７頁）。したがって、(i)は、特約等を考慮しない限り、
遺産共有を狭義の共有そのものだとする場合の論理的帰結である。なお、注（１５）で言及した
指摘は、(i)を前提としている。 
［19］岡垣・前掲注（７）９１頁。高松高決昭和３６年１月８日・前掲注（１６）も同旨。谷口
＝久貴編・前掲注（１６）３０４頁（川井執筆）参照。 
［20］岡本・前掲注（６）は、この考え方が有力だとする。 
［21］松倉・前掲注（２）１９８頁。 
［22］村崎満『相続の法律知識』（昭和４３年・育英社）１０９頁以下は、遺産には収益を伴うも
のとそうでないものとがあるとし、「遺産分割の結果、収益財産である元物を取得した者は一応そ
の果実をも取得することになろうが、遺産分割の実施されるのは相続開始後、相当年月を経た後
になされることも多々あり、その間の収益も相当額に昇ることがあるので、これらの果実を別に
計算して分割することもある」とし、また同１１６頁（註）は、「元物より離れた果実は勿論のこ
と、遺産分割確定により元物の帰属者が定まる迄の間の収益はすべて、分割対象から除外し、遺
産分割後別途に相続分に応ずる清算ということも考えられる。この場合には民法９０９条にて分
割の効果は相続開始に遡るとせられているから、特に審判主文にて収益を除外することを明確に
しておく必要があろう」とするので、あくまで原則は(h)、例外的に(i)としている。庵前・前掲
注（１３）２５０頁。 
［23］限定承認のほか、相続財産が分離される場合が問題となろう。 
［24］神田・前掲注（８）４７２頁。 
［25］最判昭和３０年５月３１日民集９巻６号７９３頁。 
［26］共有地の不法占拠を理由とする損害賠償請求権について、最判昭和５１年９月７日判時８
３１号３５頁。 
［27］遺産分割後の第三者について、最判昭和４６年１月２６日民集２５巻１号９０頁。なお、
遺産分割前の第三者について、民法９０９条ただし書き。 
［28］谷口＝久貴編・前掲注（１６）５０３頁以下（小室直人執筆）。大判大正３年３月２５日民
録２０輯２３０頁は、事案は判然としないものの、「相続財産ヨリ生スル果実ノ如キハ又是レ相続
財産ノ一部ニ外ナラサルモノトス」という。ただし、旧華族の世襲財産に関する限定承認が問題
となっており、相続財産そのものと、その収益のそれぞれの差押禁止の範囲が問題となっている
点には注意を要する。なお、被相続人が締結していた借地契約につき相続開始後の賃料支払義務
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を、限定承認した相続人が自己の債務として負うとした判決がある（大判昭和１０年１２月１８
日民集１４巻２０８４頁）。中川善之助「判批」民商３巻６号１１６０頁（昭和１１年）は、大判
大正３年３月２５日・前掲本注と同様に扱うべきだとし、この判決に反対するが、穂積重遠「判
批」民事法判例研究会編『判例民事法(15)昭和１０年度』（昭和１１年・有斐閣）５５５頁は、引
き続き相続人が借地を利用したことを重視し、この判決に賛成する。 
［29］（Ｑ１）は、異質なのでここでは問題としない。 
［30］論理的には、共同相続人に分割帰属している賃料は遺産ではないから、遺産分割審判の対
象とはならない。 
［31］岩木・前掲注（１０）１１５頁。 
［32］たとえば、ある共同相続人の債権者が当該相続人に代位して遺産たる共有不動産に共有登
記をする場合、民法９００条の割合による登記がなされる。ただ、民法９００条にいう相続分を
前提としたとされる民法最判昭和３８年２月２２日民集１７巻１号２３５頁については、特別受
益のある事例ではなく、具体的相続分により処理していた可能性もある旨、指摘がある（谷口＝
久貴編・前掲注（１６）１７４頁（宮井忠夫＝佐藤義彦執筆））。伊藤・前掲注（１０）２４４頁
も参照。なお、相続債権に関するものではあるが、近時の文献として、橋詰均「共同相続人の死
亡と相続分の承継」判タ１１７９号４７頁の注（２）参照。 
［33］谷口＝久貴編・前掲注（１６）１７４頁以下（宮井＝佐藤執筆）。 
［34］最判平成１２年２月２４日民集５４巻２号５２３頁が、具体的相続分の価格・割合の確認
を求める訴えは、確認の利益を欠くとしたことから、民法８９９条の「相続分」は「法定相続分」
と解する方向で進展が見込まれようとするものとして、島津＝松川編・前掲注（１２）５６頁（副
田隆重執筆）。 
 
＊ 本判決は、裁判所時報１３９５号４頁に掲載されている。また、本判決の紹介として、高橋
眞「判批」ＮＢＬ８１９号４頁以下（平成１７年）、税法に関するコメントとして、ＴＫＣ
税務研究所「判批」http://www.tkclex.ne.jp/zei/sh83.html（平成１７年）がある。 

＊＊ 原稿送付後、丸山絵美子「判批」法セ６１３号１２０頁（平成１７年）に接した。 
                                                       （平成１７年１２月１３日）          

著者：金沢大学大学院法務研究科教授 尾島茂樹     
  

 


